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キャピタル・アイ特別企画 

SDGs 債の新展開（3）︓宮城県東松島市、復興から SDGs へ 
 
不定期連載「SDGs 債の新展開」の 3 回⽬は、SDGs 未来都市の施策に取り組み、昨年度は 2 件の SDGs 債で
投資表明をした宮城県東松島市復興政策部地⽅創⽣担当部⻑兼地⽅創⽣・SDGs 推進室室⻑の⾼橋諒太⽒に話
を聞いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

司会︓SDGs 未来都市とは 
 
⾼橋⽒︓SDGs は国連が 2015 年に定めた国際的な⽬標。これを⽇
本で推進するにあたり、SDGs に取り組む企業や地⽅を、「SDGs
アクションプラン」に基づき国が後押しすることとなった。 
 
地⽅公共団体については、SDGs を原動⼒として持続可能性のあるまちづくりを⾏うことが、地⽅創⽣--地⽅の⼈⼝減少の抑制、地域の活⼒の維持向上を⽬
標とする--にも資するものであるため、SDGs に取り組む地⽅⾃治体を「SDGs 未来都市」として国（内閣府）が選定することで、取り組みを促している。 
 

東松島市復興政策部地⽅創⽣担当部⻑ 兼 
地⽅創⽣・SDGs 推進室室⻑ 
⾼橋 諒太 ⽒ 
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■復興が起点 
司会︓東松島市の⽬指す SDGs とは 
 
⾼橋⽒︓市がどのような経緯で SDGs に取り組むに⾄ったかを説明するには東⽇本⼤震災まで遡ることが必要となる。 
 
市は東⽇本⼤震災で甚⼤な被害を受けた。死者・⾏⽅不明者が 1133 ⼈、市内⼈⼝が約 4 万⼈なので⾮常に⼤きな割合だった。浸⽔地域は市街地⾯積の 65%
に及び、全国の被災⾃治体中最⼤だった。⼤きな被害を受け、復興に向けた出発ということで、2011 年 12 ⽉に「復興まちづくり計画」を策定し、そのなか
でリーディングプロジェクトの⼀部として、災害強靭性や持続可能性を⾼めることを計画した。その⼀例としては、太陽光発電などにより、災害に対するエ
ネルギーの強靭性--域外からの電⼒が途絶えたとしても内部で電⼒を賄っていける--を⾼め、持続可能性の確保を⽬指している。 
さらに、同時期（2011 年）に国が進めた「環境未来都市」（環境、社会、経済の３つの価値を創造する地域）に市が選定されたこともあり、リーディング
プロジェクトを「復興まちづくり」と「環境未来都市」の両輪で進めることになった。これらを進めていたところ、2015 年の国連における SDGs の採択、

その後の国による SDGs 未来都市の選定という流れがあり、震
災復興と環境未来都市の取り組みのなかで、環境・社会・経済
の価値創造を従前から⾏ってきた市が、2018 年 6 ⽉の初回選
定時に、全国 29 ⾃治体の⼀つとして、被災 3 県（岩⼿・宮城・
福島）では当時として唯⼀、SDGs 未来都市に選定された。現
在、被災 3 県では、福島県の郡⼭市、岩⼿県の陸前⾼⽥市が選
定されている。また、東北地域では、最初の 29 ⾃治体のなか
に当市と秋⽥県仙北市、⼭形県飯豊町が⼊っている。 
 
SDGs 未来都市として市は「全世代グロウアップシティ」を謳
っている。これは従来の取り組みを継承・発展させ、⼦供・若
者・⾼齢者の「全世代に住みよいまち」を作ることを意味する
もの。震災復興により整備された都市基盤や再⽣エネルギーの
活⽤、震災時・復興時に発揮された市⺠協働の⼒などによる強
靭性「ハイ・レジリエンス」を基盤とし、全世代にとって住み
よいまちをつくることで、まちの⼈⼝や活⼒を維持し、東松島
市の持続可能性を⾼める。 
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■電⼒の地産地消 
司会︓市は SDGs に結び付くいくつかの
事業を掲げている。そのなかで特徴的な
事業はどんなものか 
 
⾼橋⽒︓まず、環境未来都市の時代から
実施している太陽光発電事業のなかに、
「スマート防災エコタウン」がある。市
が特定のエリア内に⾃営線を構築して
⾃営線 PPS（新電⼒）によって電⼒を供
給している。平時はエリア内にある太陽
光発電によるエネルギーを FIT（固定価
格買取制度）を使⽤せずに域内で消費す
る。官⺠が連携して復興事業を進めるた
め、中間組織として HOPE（東松島みら
いとし機構）という組織を 2012 年 10
⽉に設⽴し、その機関が運営している。
災害公営住宅や病院などを含むエコタ
ウン内の施設の電⼒を太陽光パネルと
蓄電池で賄い、仮に災害時に⼀般電⼒会
社からの給電がストップした場合でも 3
⽇〜1 週間ほどは電⼒供給が可能となっ
ている。規模が⼤きく特徴的な取り組み
であり、市外からの視察もある。 
 
再⽣エネルギーによって環境の負荷が低減し、災害発⽣時には域内で電⼒が使えるという強靭性の向上がある。また、地域内で発電し、域内で電気を消費す
るという再⽣エネルギーの地産地消をすることで、それに付随するおカネの循環も域内で起こることが考えられる。 
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SDGs の普及活動にも⼒を⼊れている。SDGs は市役所が単独で実現できるものではなく、市⺠や市内の企業、そのほか様々な市内の関係者の理解を得られ
て初めて実現できる。そのために、SDGs の概念を分かりやすく伝えるイベントを市が開いたり、市の SDGs の取り組みを市⺠に伝えたり、市⺠が⽇々実践
できるような内容の講話などを⾏っている。 
 
例えば昨年 7 ⽉には、地⽅創⽣に関する連携協定
を結んでいる三井住友海上⽕災保険と市が主催し
た企業向けセミナーを開いて、地元企業に対する
SDGs の普及を⼿伝っている。同時期に市⺠に対し
ての「SDGs 出前講座」を実施した。また、市⺠の
なかから⾃発的に⾏われた動きとしては、「ウガン
ダガールズプロジェクト」があり、市内在住で仙台
育英⾼校外国語コースの⼥⼦⾼校⽣が⽴ち上げた
プロジェクトに市が共催した。ウガンダからの留学
⽣から、地元の⼥⼦学⽣が主に⽣理⽤品の不⾜のた
めに学校に⾏けず、平等な教育を受けられないとい
う現状を聞き、学⽣と市⺠が協⼒して布ナプキンを
作って現地に届けるという活動をした。 
 
学校の事業と連携することで学⽣・児童に伝えるよ
うなこともある。市⺠が SDGs に資する⾏動を実
践することは、市全体としての SDGs 実践に資す
るだけでなく、市⺠本⼈にとっても、⽣活を⾒つめ
なおすきっかけになる。例えば、環境問題の解決に
資する⾏動を通して充⾜感を得られることや、⽣活
の質が向上することなどを期待している。 
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司会︓2018 年度決算ベースで市は 280 億円ほどの基⾦を持っており、債券運⽤では財投機関債に投資していることを表明した。この経緯は 
 
⾼橋︓2019 年 3 ⽉に市が新たな基⾦を創設した際、その⼀部を⻑期的に運⽤する必要があった。運⽤⽅針は国債・地⽅債、政府保証債、財投機関債といっ
た安全性が⾼いものに限っている。財投機関債は国債などに⽐べて収益性を確保できるといった運⽤⾯でのメリットがあり、ＳＭＢＣ⽇興証券からの紹介も
あって、そのなかに SDGs に資するものがあると知った。 
 

昨年 6 ⽉に鉄道建設・運輸施設整備⽀援機構債と国際
協⼒機構債に投資した。そのうち、鉄道・運輸機構の
サステナビリティボンドは、社会の持続可能性に貢献
するものであり、SDGs 未来都市である当市として、
健全な財政運営と社会貢献を両⽴できるものと考え、
投資に⾄った。CBI 認証付きであることも、同債が確
実に社会に貢献できるものであるとの信頼につながり、
投資を⾏った理由も説明しやすい。こうした取り組み
を発信することが市の評価・評判を⾼めるという市の
プロモーション的な観点もあり、⾃治体としての先⾏
事例の⼀つともなりえることと他の⾃治体への波及効
果にも期待し、投資を表明した。 
 
司会︓SDGs 未来都市として今後発信していくことは
あるか 
 
⾼橋︓SDGs の達成には市⺠や様々な主体との連携が
必要だ。さらに、SDGs の活動を進めるためにも市の
発信のためにも市外との連携が効果的であり、これま
でも市外の企業や⼤学に協⼒してもらって様々な事業
につなげてきた。例えば昨年 9 ⽉に、東北⼤学⼤学院
とダウ・ケミカル⽇本の知⾒・ノウハウを提供しても
らい、SDGs の「出前授業」を地元の⼩学校で開催し



 

6/6 
 

た。また、当市と同じく東北地⽅で SDGs 未来都市に選定されている市町村と東北における SDGs を進めるため、年に 1 回「SDGs サミット」を開催してお
り、前回は「気候⾮常事態宣⾔」を発出した。こうした取り組みを⼀層進めるため、市内外へ SDGs の価値、意義を普及させつつ、さらなる主体と連携を深
めていきたい。 
 （了） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表等の出典︓宮城県東松島市 資料（2020 年 4 ⽉） 
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